
研究費の不正防止計画 
令和 3 年 12 月 25 日 
統括管理責任者決定 

一般社団法人日本産業保健法学会（以下「学会」という。）における研究費の不正使用の防止を実効あ
るものとするため、次の通り。不正防止計画を策定する。また、今後も必要に応じて計画の見直しを行い、
本学会の実情に応じた不正防止対策を進めるものとする。 

項目 
不正発生の要因として 

注意すべき事項 
不正防止計画 

意識の向上 

・研究費が税金を原資とするこ
とを常に意識しているか。 

・不正防止の基本方針、行動規範
を十分に理解し遵守している
か。 

・基本方針、行動規範の周知を徹底する。 
・誓約書を毎年提出させる。 

情報共有と意思
決定の明確化 

・業務の分散実施により、情報共
有や記録の管理が適切に実施
できないことはないか。 

・意思決定や決裁が形骸化して
いないか。 

・業務フローやマニュアルを作成し、情報共有
を確実に実施する。 

・判断のルールに従って、確実に実施する。 

適正な謝金・ 
賃金・給与の支出 

・事前の実施承認、事後の実施確
認が確実に行われているか。 

・事前承認、事後確認を確実に実施する。 
・非常勤職員について勤務実績管理を確実に
行う。 

適正な旅費の支
出 

・事前の実施承認、事後の実施確
認が確実に行われているか。 

・事前承認、事後確認を確実に実施する。 

適正な取引 
・発注者と取引業者の関係が過
度に密接になっていないか。 

・取引の多い特定の業者については、複数の者
で確認を行う。 

・取引業者から誓約書の提出を求める。 

研究計画に沿っ
た予算執行 

・年度末に執行が集中していな
いか。 

・執行計画の提出を求め、定期的に執行状況を
確認する。 

モニタリング 
・モニタリング体制が機能して
いるか。 

・定期的に監査を実施する。 

相談・通報窓口の
周知 

・関係者が相談・通報窓口の開設
を認知し、利用可能になってい
るか。 

・相談・通報窓口を学会ウェブサイトで周知す
る。 
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